第６期貝塚市障害福祉計画　　
第２期貝塚市障害児福祉計画　　
概要版　　
令和３年(2021年)３月　　
貝塚市　　
１　計画策定について　　
計画策定の目的　　
近年、障害のある人の高齢化と障害の重度化が進む中で、すべての障害のある人が、地域で安心して生活できるまちづくりが求められています。　　
また、障害の有無によって分け隔てられることなく、障害のある人もない人も相互に人格と個性を尊重しあい、ともに支えあいながら暮らすことができる地域共生社会の実現が求められています。　　
このたび、障害福祉サービス、障害児福祉サービス等の具体的な成果目標と活動指標を設定し、その達成方策を明らかにするため、令和３年度(2021年度)から令和５年度(2023年度)までの３年間を計画期間とする『第６期貝塚市障害福祉計画・第２期貝塚市障害児福祉計画』を策定します。　　
計画の位置づけ　　
本計画は、「障害者総合支援法」及び「児童福祉法」に基づく計画であり、本市障害者施策の基本計画である「第３次貝塚市障害者計画」で示された方針をもとに、「貝塚市総合計画」などの上位計画をはじめ、福祉関連計画、その他の計画とも整合性を図りながら推進していきます。　　
第３次貝塚市障害者計画における基本的な考え方　　
第３次貝塚市障害者計画では、すべての障害のある人の地域における自立と社会参加の実現をめざして、基本理念を次のように定めています。
基本理念　　
ともに生き　ともにかがやく　かいづか　　
目標像１　互いに尊重しあい、支えあうまち　　
すべての市民が人権を尊重し、差別や偏見を取り除いて互いに理解を深めながら、ともに支えあい、助けあえる社会づくりを進めます。　　
また、地域における支えあい、助けあいの活動にだれもが気軽に参加でき、地域における交流の輪や見守りが広がるよう働きかけます。　　
目標像２　生活支援の充実したまち　　
だれもが家庭や地域社会の中で安心して暮らし、自立した生活を送ることができるよう、ライフステージや障害の状況、ニーズに応じた保健・医療・福祉サービスの充実を図ります。　　
また、あらゆるバリアを取り除き、障害のある人に配慮したまちづくりを推進するとともに、ユニバーサルデザインに配慮した生活環境の整備を進めます。　　
目標像３　自立した生活を送れるまち　　
障害のある子どもや発達に課題のある子どもの個性や能力を最大限に生かすため、発達支援体制を充実し、一人ひとりの個性に応じて、乳幼児期から卒業後にわたる一貫した療育・保育・教育を推進します。　　
また、障害のある人の就労や社会参加に向けて、関係機関との連携のもと、生活や就労・雇用等における支援体制の充実に努めます。　　
２　障害福祉計画の成果目標　　
福祉施設の入所者の地域生活への移行　　
地域生活への移行者数　4人移行　　
福祉施設入所者数の削減　１人削減　　
精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築　　
精神障害者の精神病床から退院後１年以内の地域における平均生活日数について　316日以上　　
精神病床における１年以上長期入院患者数　392人　　
精神病床における早期退院率（入院後３か月時点、６か月時点、１年時点）　３か月時点69％以上、６か月時点86％以上、１年時点92％以上　　
地域生活支援拠点等が有する機能の充実　　
地域生活支援拠点等の確保　１拠点（整備済）　　
地域生活支援拠点等が有する機能の充実　障害者自立支援協議会での運用状況を検証及び検討、年１回以上　　
福祉施設から一般就労への移行等　　
一般就労への移行者数　全体17人、うち就労移行支援8人、うち就労継続支援Ａ型2人、うち就労継続支援Ｂ型7人　　
一般就労移行者のうち就労定着支援事業の利用率　70％　　
就労定着率が８割以上の就労定着支援事業所の割合　70％　　
就労継続支援(Ｂ型)事業所における工賃の平均額　19,770円　　
相談支援体制の充実・強化等　　
相談支援体制の充実・強化に向けた体制の確保　　
市内指定特定相談支援事業所への助言の機会、年１回　　
障害福祉サービス等の質を向上させるための取組に係る体制の構築　　
請求事務における過誤調整等の項目、内容等について、集団指導等の場で情報共有する体制を構築する。　　
３　障害福祉サービス等の見込量　　
訪問系サービスの見込量　　
居宅介護　　
令和３年度178人　令和４年度184人　令和５年度186人　　
令和３年度2,831時間　令和４年度2,907時間　令和５年度2,926時間　　
重度訪問介護　　
令和３年度12人　令和４年度13人　令和５年度13人　　
令和３年度1,571時間　令和４年度1,702時間　令和５年度1,702時間　　
同行援護　　
令和３年度37人　令和４年度38人　令和５年度38人　　
令和３年度1,308時間　令和４年度1,344時間　令和５年度1,344時間　　
行動援護　　
令和３年度1人　令和４年度1人　令和５年度1人　　
令和３年度5時間　令和４年度5時間　令和５年度5時間　　
重度障害者等包括支援　　
令和３年度0人　令和４年度0人　令和５年度0人　　
令和３年度0時間　令和４年度0時間　令和５年度0時間　　
短期入所・日中活動系サービス　　
短期入所　　
令和３年度56人　令和４年度62人　令和５年度64人　　
令和３年度303人日分　令和４年度335人日分　令和５年度349人日分　　
生活介護　　
令和３年度216人　令和４年度221人　令和５年度225人　　
令和３年度4,103人日分　令和４年度4,184人日分　令和５年度4,250人日分　　
自立訓練　　
令和３年度7人　令和４年度7人　令和５年度7人　　
令和３年度51人日分　令和４年度51人日分　令和５年度51人日分　　
就労移行支援　　
令和３年度21人　令和４年度23人　令和５年度25人　　
令和３年度355人日分　令和４年度386人日分　令和５年度422人日分　　
就労継続支援Ａ型　　
令和３年度44人　令和４年度50人　令和５年度57人　　
令和３年度795人日分　令和４年度905人日分　令和５年度1,031人日分　　
就労継続支援Ｂ型　　
令和３年度211人　令和４年度225人　令和５年度240人　　
令和３年度3,581人日分　令和４年度3,829人日分　令和５年度4,095人日分　　
就労定着支援　令和３年度3人　令和４年度3人　令和５年度3人　　
療養介護　令和３年度13人　令和４年度13人　令和５年度13人　　
居住系サービス　　
共同生活援助（グループホーム）　令和３年度90人　令和４年度112人　令和５年度113人　　
施設入所支援　令和３年度58人　令和４年度59人　令和５年度60人　　
自立生活援助　令和３年度0人　令和４年度0人　令和５年度0人　　
相談支援　　
計画相談支援　令和３年度120人　令和４年度125人　令和５年度133人　　
地域移行支援　令和３年度1人　令和４年度1人　令和５年度2人　　
地域定着支援　令和３年度0人　令和４年度0人　令和５年度0人　　
４　地域生活支援事業の見込量　　
必須事業（年あたり）　　
理解促進研修・啓発事業　令和３年度 実施　令和４年度 実施　令和５年度 実施　　
自発的活動支援事業　令和３年度 検討　令和４年度 検討　令和５年度 実施予定　　
障害者相談支援事業　令和３年度 3か所　令和４年度 3か所　令和５年度 3か所　　
基幹相談支援センター　令和３年度 1か所　令和４年度 1か所　令和５年度 1か所　　
基幹相談支援センター等機能強化事業　令和３年度 実施　令和４年度 実施　令和５年度 実施　　
住宅入居等支援事業　令和３年度 検討　令和４年度 検討　令和５年度 実施予定　　
成年後見制度利用支援事業　令和３年度 4人　令和４年度 5人　令和５年度 5人　　
成年後見制度法人後見支援事業　令和３年度 検討　令和４年度 検討　令和５年度 実施予定　　
手話通訳者派遣事業　令和３年度 150件　令和４年度 150件　令和５年度 150件　　
要約筆記者派遣事業　令和３年度 40件　令和４年度 40件　令和５年度 40件　　
手話通訳者設置事業　令和３年度 1人　令和４年度 1人　令和５年度 1人　　
手話奉仕員養成研修事業　令和３年度 17人　令和４年度 17人　令和５年度 17人　　
介護・訓練支援用具　令和３年度 35件　令和４年度 37件　令和５年度 40件　　
自立生活支援用具　令和３年度 22件　令和４年度 25件　令和５年度 27件　　
在宅療養等支援用具　令和３年度 25件　令和４年度 25件　令和５年度 25件　　
情報・意思疎通支援用具　令和３年度 25件　令和４年度 30件　令和５年度 35件　　
排せつ管理支援用具　令和３年度 2,300件　令和４年度 2,300件　令和５年度 2,300件　　
居宅生活動作補助用具（住宅改修費）　令和３年度 2件　令和４年度 2件　令和５年度 2件　　
移動支援事業　　
令和３年度 210人　令和４年度 213人　令和５年度 216人　　
令和３年度 20,217時間　令和４年度 20,506時間　令和５年度 20,763時間　　
地域活動支援センター　　
令和３年度 1か所　令和４年度 1か所　令和５年度 1か所　　
令和３年度 120人　令和４年度 120人　令和５年度 120人　　
５　障害児福祉計画の成果目標　　
重層的な地域支援体制の構築をめざすための児童発達支援センターの設置及び保育所等訪問支援の充実　　
児童発達支援センターの設置　１か所　　
保育所等訪問支援事業の充実　１か所　　
主に重症心身障害児を支援する児童発達支援事業所及び放課後等デイサービス事業所の確保　　
主に重症心身障害児を支援する児童発達支援及び放課後等デイサービス事業所の確保　　
児童発達支援１か所　　
放課後等デイサービス１か所　　
医療的ケア児支援の協議の場の設置及び医療的ケア児等に関するコーディネーターの配置　　
関係機関による連携・協議の場の設置　　
障害者自立支援協議会等を活用し関連分野の支援を調整するコーディネーターを、福祉関係・医療関係の各１名配置の上、関係機関の協議の場を定期的に開催する　　
６　障害児福祉サービス等の見込量　　
障害児通所支援　　
児童発達支援　　
令和３年度78人　令和４年度78人　令和５年度78人　　
令和３年度514人日分　令和４年度521人日分　令和５年度521人日分　　
医療型児童発達支援　　
令和３年度0人　令和４年度0人　令和５年度0人　　
令和３年度0人日分　令和４年度0人日分　令和５年度0人日分　　
放課後等デイサービス　　
令和３年度286人　令和４年度311人　令和５年度335人　　
令和３年度3,879人日分　令和４年度4,218人日分　令和５年度4,544人日分　　
保育所等訪問支援　　
令和３年度2人　令和４年度3人　令和５年度4人　　
令和３年度13回　令和４年度19回　令和５年度26回　　
居宅訪問型児童発達支援　　
令和３年度1人　令和４年度1人　令和５年度1人　　
令和３年度1回　令和４年度1回　令和５年度回1回　　
障害児相談支援　　
障害児相談支援　令和３年度50人　令和４年度56人　令和５年度62人　　
７　計画の進行管理と推進体制　　
計画の進行管理　　
計画の推進にあたっては、各施策や事業の実施状況について定期的に点検・評価を行うとともに、施策の充実・見直しについての検討を進めます。　　
計画の進捗状況について、「貝塚市障害者施策推進協議会」及び「貝塚市障害者自立支援協議会」へ報告するとともに、幅広い市民意見の把握に努め、施策・事業の一層の推進や計画の見直し、次期計画の策定等に適宜反映していきます。　　
計画推進体制の充実　　
障害者福祉施策は、保健・医療・福祉・教育・就労・生活環境など、あらゆる分野、領域にわたることから、行政各分野間における連携・調整の強化を図り、総合的・効果的な取り組みを推進するとともに、行政だけでなく、障害のある人やその家族、関係団体、地域住民、サービス事業所等の役割を明確にしながら、相互の連携強化を図り、地域社会をあげた生活支援体制の確立を図ります。　　
また、令和元年度(2019年度)に発生した新型コロナウイルス感染症により様々な活動が大きく制約される状況となったことや、令和２年(2020年)７月の豪雨災害をはじめ、台風や集中豪雨等により全国的に福祉施設の被害が相次いで発生していることから、障害福祉サービス事業所等を対象とした感染症対策や防災対策についての周知啓発、研修・訓練等の実施、感染症の感染拡大や災害発生時に備えた支援体制の構築を大阪府や関係機関と連携し進めます。　　
第６期貝塚市障害福祉計画第２期貝塚市障害児福祉計画　　
概要版　　
令和３年（2021年）３月発行/貝塚市　　
＜問合せ先＞　　
貝塚市福祉部障害福祉課　電話072-433-7014　ファックス072-433-1082　　
貝塚市健康子ども部子育て支援課　電話072-433-7090　ファックス072-433-7051　　
住所　〒597-8585　貝塚市畠中１丁目17番１号　　
